
はじめに

１９８０年代以降、中国は経済改革を通して計画経済を市場経済に向けて

着実に移行しつつある。市場経済への政策推進により、国民所得が大き

く上昇し、国民の生活水準も総じて向上してきた。

�小平の「先富論」は中国の経済改革を支える理論的な基盤とも言わ
れている。「先富論」は、「先に豊かになれるものと一部の地域が先行し

よう」という改革方針を提起しただけではなく、「先に豊かになったも

のと地域が豊かになっていないものと地域を助け、最終的に共に豊かに

なる」ことを目指すものである。しかし、「先富論」の後半部分で言及

された「先富」から「共富」への調整がうまく行われず、効率一辺倒の

改革政策が続けられてきた。それによって、経済格差の問題が表面化し、

社会安定にも影響が及ぶ大きな問題となっていると指摘されている。

本論文は中国における経済格差の問題を、農村と都市の間の所得格差、

地域間の所得格差および都市部の所得格差という３つの側面から考察す

る。格差問題をもたらした原因はさまざまであるが、本論文においては

格差問題が深刻化した原因を「先富論」に対する調整が遅れたことにあ

ると指摘する。特に、都市部の所得格差に関して、失業保険制度と再就

職センター内の基本生活保障制度および最低生活保障制度の分析を通し

て、都市部の失業者、下崗職工と貧困層に対する対応策の不十分さが、

格差拡大の直接原因の１つであると強調したい。

所得格差の拡大を食い止め、縮小するために、所得再分配機能の強い

税制の確立、社会保障制度の拡充と政府財政投入の拡大といったような

「先富」から「共富」への調整が有効な措置になろう。

中国における格差問題と社会保障改革

于 洋
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１． 所得格差拡大の実態

中国における所得格差の問題は、①農村と都市の間の格差、②沿海地

域と内陸地域の間の格差、③都市内部の格差という３つの観点からみる

ことができる。本章においては、まず先行研究に示された中国のジニ係

数について検討し、ジニ係数の推計に最も重要な要素である所得の定義

について議論する。続いて、上記の３つの観点から中国の所得格差の拡

大を考察する。

１．１ ジニ係数でみる所得格差の拡大

中国はこれまでの２０数年間において平均９％以上の経済成長を成し遂

げてきた。改革・開放政策の推進による高い経済成長は、総じて国民の

生活水準を向上させたが、一方でかつてないほどの所得格差をももたら

した。全体としての所得格差を測るために、ジニ係数がしばしば用いら

れる。近年、中国における所得格差の拡大問題に注目している国内外の

研究機構や研究者は、独自の試算で中国のジニ係数を提示している。国

外では、世界銀行が１９８０年代以降定期的に中国のジニ係数を推計してい

る。また、UNDP（国連開発計画）の「人間開発報告」にも中国のジニ

係数が発表されている。国内では、趙人偉や李実などの学者を中心とす

る中国社会科学院の研究グループが、１９８８年、１９９５年、２００２年に実施し

た「家計所得調査」をベースに、中国のジニ係数を計算し、所得分配に

ついて数多くの研究を行ってきた。例えば、趙・李（１９９７、１９９９）、

趙・李・李（１９９９）などはその代表的な研究である。他には、林・蔡・

李（１９９８）、陸（２００２）、呉主編（２００４）など優れた先行研究もある。

ジニ係数とは、累積所得と累積人員を１で基準化して描かれたローレ

ンツ曲線と、その対角線に囲まれた部分の面積と対角線下の三角形の面

積の比である。それは０に近づくほど平等、１に近づくほど不平等なこ

とを示す。一般的に、ジニ係数は、①０．２―０．３の場合は、社会において

一般的な分配が行なわれている、②０．３―０．４の場合は、所得分配におい

て少々格差はみられるが、競争によるものとして好ましい。③０．４―０．５

の場合は、所得分配において格差がきつく、社会不安定要素がある。④

０．５以上の場合は、早急の是正が必要であるといわれている。
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先行研究に示された中国のジニ係数の推移を考察してみる。世界銀行

の推計では、中国のジニ係数は１９８０年代初期の０．２０台（１９７９年、農村

０．２６；１９８０年、都市０．１６）から、１９９３年に０．４２、さらに２００１年に０．４５ま

でに上昇した［世界銀行（２００４）］。また、UNDP（国連開発計画）の「人

間開発報告」２００４年版によれば、掲載されている１２７カ国のなかで、中

国は３７番目という高い順に位置している。中国国内の発表では、２００１年

のジニ係数は０．４６であった。ただ１９９７年時点にも０．４９に達しており、２００１

年に０．５１に上昇し、２１世紀初頭にすでに０．６という水準に迫っていると

いう研究もある１）。国際比較してみれば、２１世紀初頭の中国のジニ係数

は日本（２００４年、０．２５）、ドイツ（２００４年、０．２８）、フランス（２００４年、

０．３３）、アメリカ（２００４年、０．４１）などの先進国のそれよりも高く、ま

た、所得格差が比較的大きいといわれている東欧諸国や東南アジアの一

部の国よりも高い。ところが、呉主編（２００４）のように、『中国統計年

鑑』のデータ（都市部と農村部の平均所得）を用いて計算するならば、

中国のジニ係数はまだ０．３台の前半にとどまっているという推計もある。

ジニ係数における推計の差はどこから生じるのであろうか。実は、ジ

ニ係数の計算に用いられる所得の定義の相違が最大の原因である。日本

の場合は、ジニ係数を計算するために、「所得再分配調査」、「国民生活

基礎調査」、「家計調査」、「全国消費実態調査」などさまざまな基礎資料

がある。それぞれの基礎資料に含まれている所得の定義が異なっている

ため、ジニ係数も微妙に異なっている［大竹（２００５）］。中国の場合は、

ジニ係数を推計するために、主に『中国統計年鑑』に掲載されている「平

均所得」や、統計局が行なう「家計所得調査」、および研究者か研究グ

ループによる標本調査が用いられている。「平均所得」を用いる場合は、

ジニ係数は０．２から０．３の間で推移しており、格差がほとんどみられず、

一般型分配とも言える。しかし、現実には多くの人々は所得分配におけ

る格差を感じている。一般的に考えれば、農村部と都市部を分けて、よ

り詳細な「家計所得調査」に基づき、推計されたジニ係数のほうがより

現実に近いのではないかと思われる。趙人偉や李実などの学者を中心と

する中国社会科学院の研究グループは「家計所得調査」のデータを用い

て、ジニ係数を推計してきた。それによれば、中国のジニ係数は０．４台

の半ばである。

ところが、中国の場合は、所得において現金所得より非現金所得の方
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が少なくない。例えば、数年前まで、住宅の支給は典型的な非現金所得

である。最近、数十万元から百万元で購入する住宅は当時ほぼ無償で住

んでいた。また、役人や企業管理層が使用する公用車も１つの例である。

仕事のために公用車を使用することには異議はないが、プライベートの

ときも堂々と公用車を使っている。また、非現金所得のほかに、中国の

場合はいわゆる「灰色収入」や「臨時収入」がある。「家計所得調査」

は、所得の低い標本に関してはある程度正確であるものの、所得の高い

標本の場合は調査対象が真実を答えていない可能性が大きい。つまり、

所得の少ない人には「灰色収入」や「臨時収入」がほとんどないが、所

得の多い人や権力を持っている人には「灰色収入」や「臨時収入」が多

い。そのため、実際のジニ係数はより大きいかもしれない。

以上述べたように、中国においては所得の把握は容易ではない。その

ため、各方面から提示されたジニ係数に対しては十分に信頼できるとは

いいがたいが、現実には上昇し続けていることと、かなり高くなってい

ることは間違いないではなかろうか。

１．２ 農村と都市の間の格差

農村と都市の間の所得格差の問題は以前から指摘されている。図１は、

都市住民１人当たりの可処分所得と農村住民１人当たりの純所得を比較

したものである。図１からわかるように、改革以降、農村と都市の間の

所得格差が拡大している。２００４年には、都市住民１人当たりの可処分所

得が９，４２１．６元であったのに対して、農村住民１人当たりの純所得が

２，９３６．４元しかなく、農村住民１人当たりの純所得は都市住民１人当た

りの可処分所得の３割しかない。都市住民の可処分所得と対等に比較す

るために、農村住民の純所得から、①翌年度の農業生産に必要な種子、

化学肥料などの諸費用（約３５％）と、②都市住民が負担していないさま

ざまな税金を差し引く必要がある。上記の２つの要素を控除した後の農

村住民１人当たりの所得は純所得の半分程度になる。つまり、現実には

都市住民と農村住民の間の所得格差は約６倍になる。数値では農村と都

市の間の格差がよくわからないかもしれないが、現実のイメージとして

は、貧しい農村地域では電気が通っていないため、夜になると真っ暗に

なるのに対して、北京・上海などの大都市の夜は輝くネオンで真昼のよ

うになっているということがよい例かもしれない。
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農村・都市間の所得格差の変化について、図１は次のような特徴をも

示唆している。つまり、農村・都市間の所得格差は１９８０年代前半にかな

り縮小したが、１９８０年代半ばから１９９０年代半ばにかけて急速に拡大した。

その後、１９９５年頃から１９９７年頃まで、農村・都市間の所得格差はやや縮

小したものの、１９９０年代後半から再び拡大している。

１９８０年代前半に所得格差が縮小したのは、改革・開放政策の直後に、

①農村部において農家の生産請負制が導入され、それによって農業生産

が飛躍的に増加したことと、②郷鎮企業の誕生によって農村部では製造

業が発展し、農家の収入が急速に増えたことによるものであろう。その

後、改革の中心は次第に都市部に移り、沿海地域に経済特別区、対外開

放都市と技術開発区が続々と設置され、外国直接投資と輸出を原動力に

沿海地域をはじめ都市部の経済成長が加速した。そのような状況のなか

で、農村と都市の間の格差が再び開いてしまった。

１．３ 地域間の格差

広大な国土を有する中国は、地域によって気候や地形などの自然条件

が異なることはもちろん、内陸地域と沿海地域の間において、経済的な

格差も大きい。中国の地域間における経済格差について、清華大学国情

研究センター主任である胡鞍鋼教授による「四つの世界」という有名な

例えがある。つまり、１つの中国に、先進国の水準に近づく北京や上海

といった第一の世界、世界の平均所得を上回る広東や江蘇といった第二

の世界、そして発展途上国の水準にとどまる中部各省といった第三の世

界、さらに貧困地域に相当する貴州やチベットなどの中西部地域といっ

た第四の世界が、同時に存在していることである［胡（２００３）］。このよ

うな四つの世界の間においては、１人当たりの所得・消費・教育・医

療・住宅などの面において大きな格差が存在している。

図２は２００４年における３１の省級行政区（省、自治区、直轄市）の１人

当たり GDPを示している。それによれば、１人当たり GDPは最も高

い上海が５５，３０７元、最も低い貴州が４，２１５元と、１３倍を超える開きが存

在している。１９９０年に、上海の１人当たり GDPが５，５７０元、貴州のそ

れが７７９元、両者の順位は２００４年と同様であった。しかし、１４年間が経

過すると、上海は１人当たり GDPを１０倍までに上昇させたのに対して、

貴州の上昇はわずか５倍である。中国では、豊かな地域はより速いス
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ピードで豊かになり、貧しい地域との格差はより大きくなっている。

上海と貴州がそれぞれ代表する沿海地域と内陸地域の間における所得

格差はますます拡大しているが、格差の度合いは東から西へ徐々に拡大

している。中国を東部地域（沿海地域）、中部地域、中西部地域と西部

地域に分け、東部地域の１人当たり GDPを１００とした場合は、図３に

示しているように、１９８５年から２００４年にかけて、地域間の所得格差は中

部、中西部、西部という順に拡大している。東部沿海地域と比べると、

西部地域は最も低い経済水準にある。

１．４ 都市内部の所得格差

１９９０年代以前は中国における貧困問題とは主に農村地域で発生する問

題といわれている。１９９０年代半ば以降、都市部において、各階層間の格

差は急速に拡大しており、貧困問題が新しい問題として注目されている。

都市部の所得階層はその平均水準によって①最上位１０％、②上位１０％、

③中上位２０％、④中位２０％、⑤中下位２０％、⑥下位１０％、⑦最下位１０％

の７階層に分類される。１９８５年に、都市部の最上位所得層と最下位所得

層の格差は２．９倍であった。この比率が１９９０年には３．２倍、２０００年に約５

倍、そして２００４年には約９倍となった［CEIC Data］。特に、２０００年か

ら、都市内部の所得格差が急速に拡大しており、所得と富が一部の人に

集中する傾向がみられている。

陸（２００２）は、中国社会科学院の研究グループが深�（広東）、合肥
（安徽）、漢川（湖北）、鎮寧（貴州）の４つの都市で高所得層、中高所

得層、中所得層、中低所得層、低所得層に対して行ったサンプル調査の

結果を紹介した（表１を参照）。それによれば、４つの都市のうち最も

豊かな都市である深�では、高所得層の人の月収は６，３０５元（２００１年）
であるのに対して、低所得層の人は４４５元しかない。漢川や鎮寧という

中部と西部地域の都市においては、低所得層の１人当たり月収は数十元

しかない。内陸地域の物価が安いとはいえ、北京や上海で一回の外食で

使う金額で、どうして一ヶ月の生活が営めるのかに疑問を持つ。同じ都

市のなかで、一部の高所得者が「第一の世界」で贅沢な生活を送ってい

る一方で、貧しい人々は十分な衣食が得られない生活に悩まされている。

また、指数でみる場合は、漢川や鎮寧では低所得層の１人当たり月収は

高所得層のそれの１割強しかないが、最も豊かな深�では１割にも達し
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表１ 所得階層別１人当たり月収の比較（２００１年）

深セン 合肥 漢川 鎮寧

絶 対 値（元）

高所得層 ６，３０５ ８８７ ３２１ ３６６

中高所得層 ２，１７０ ５２３ １５６ １０４

中所得層 １，３９４ ３７４ １０９ ６３

中低所得層 ８７９ ２６７ ７７ ４２

低所得層 ４４５ １４１ ４４ ―

指 数

高所得層 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

中高所得層 ３４．４ ５９．０ ４８．６ ２８．４

中所得層 ２２．１ ４２．２ ３４．０ １７．２

中低所得層 １３．９ ３０．１ ２４．０ １１．５

低所得層 ７．１ １５．９ １３．７ ―

出所：陸（２００２）。

ていない。都市内部で生じている所得格差の深刻さは明らかである。

２． 所得格差拡大の原因

所得格差が拡大している背景にはさまざまな原因がある。数多くの先

行研究は多岐にわたって所得格差拡大の原因を分析している。私見によ

れば、それぞれの原因はおおむね４つにまとめることができるのではな

いかと思う。

１つ目は、自然資源の相違によるものである。広大な国土を有する中

国は、各地域における自然資源が異なっている。一般的にいえば、自然

資源の豊富な地域は比較的豊かで、自然資源の少ない地域は比較的停滞

しているといわれている。しかし、世界においては、日本のように自然

資源に恵まれなくても経済大国になる国もあるので、豊かになることを

目指すために自然資源だけが重要ではない。

２つ目は、市場経済システムの形成によるものである。例えば、収益

率のよい企業で働く人の所得は収益率のよくない企業で働く人より高い

ということや、産業によってそれぞれの所得が異なっていることなどで

ある。従来の計画経済システムにおいては公平性を強調しすぎたために、

悪平等による生産性の低下に対して不評だった。市場経済システムは競
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争に基づき、競争を促す性質を持っているため、必然的に所得格差をも

たらしてくる。競争のメカニズムを有する市場経済システムは今日の中

国人が望むものである。それゆえ、市場経済システムの形成によって生

じた所得格差に対しては、人々は容認する姿勢を持っているだろう。

３つ目は、制度上の弊害によるものである。そのなかに、歴史的に形

成されたものもあれば、経済移行期に新たに生成されたものもある。以

前から指摘されてきた戸籍制度は計画経済体制に形成されたもので、労

働職の移動を阻害し、農村・都市間の格差をもたらした最大の原因とい

われている。また、移行期において行われた国有企業改革や金融改革な

どにおいて形成された新しい制度と政策の不備によって、独占・寡占企

業が所得格差を招いてしまったり、一部の人は権力を利用し、私腹を肥

やすというような腐敗・汚職も所得格差を拡大させた。制度上の弊害に

よる所得格差の拡大に対して、人々は不満と怒りを示している。このよ

うに、改革過程において制度や政策によって生じた格差の拡大に対して、

政府は早い段階で修正すべきであるが、残念ながら効率重視という方針

のもとで修正が遅れている。そもそも、�小平は「先富論」を打ち出し、
中国を経済成長の軌道に乗せたときに、「先富」から「共富」への調整

にも言及した。「先に豊かになれるものと一部の地域が先行しよう」と

いう主旨は「先富論」の前半部分である。その後半部分とは、「先に豊

かになったものと地域が豊かになっていないものと地域を助け、最終的

に共に豊かになる」ということである。しかし、「先富論」の後半部分

で言及した「先富」から「共富」への調整がうまく行われず、効率一辺

倒の改革政策が続けられてきた。それによって、経済格差の問題が表面

化し、社会安定にも影響を及ぼす大きな問題となっていると指摘されて

いる。筆者は、所得格差の拡大にはさまざまな原因があると認識してい

るが、「先富」から「共富」への調整がうまく行われていないことが最

大の原因の１つではないかと思う。「先富」から「共富」への調整には、

特に「富」から「貧」への税制による所得再分配、社会保障制度の整備

が最も必要な措置ではないかと思う。

最後には、一概には言えないが、その他に類する諸原因である。その

なかには、文化的な要因、腐敗・汚職が代表するような不正な利得の獲

得、教育水準の違いと健康状態の違いなどが含まれている。

次の第３章では、社会保障制度の不備という観点から、格差拡大の問
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題を考察してみる。

３． 整備されていない社会保障制度

農村・都市間、地域間、都市内部の経済格差を広げる要因の１つとし

て、社会保障制度の未整備が考えられる。中国における現行の社会保障

制度は改革を重ねた結果、１９９０年代末に新たに創設されたものである。

それは年金・医療・失業保険の３つを柱として、都市部のほとんどの企

業の従業員を適用対象としている。現行の社会保険制度のほかに、従来

の公務員社会保険は依然として機能している。

中国の社会保障制度における最大の特徴とは、総人口の７割以上を占

める農民を除外し、都市部住民を重視するところにある。農民は加齢や

罹病にともなう所得の減少に対して保障されてないだけではなく、都市

に出稼ぎに行って、失業になったら失業保険も受給できない。このよう

に、都市部住民と農村住民に対する差別的な社会保障は、農村・都市間

の所得格差をもたらす要因の１つといわれている。

都市部の所得格差が広がった原因としては、大量に発生した失業者と

下崗職工（レイオフ者）および貧困層に対して、対応措置が十分ではな

いことが挙げられる。この章においては、①失業の急増と失業保険、②

下崗職工と基本生活保障、③貧困層と最低生活保障という３つの側面か

ら、都市部の所得格差の拡大原因を分析する。

３．１ 失業者の急増と失業保険

中国政府の発表によれば、「都市登録失業率」は１９８０年代の２％台か

ら２００２年には４．０％に上昇した（表２を参照）。これをみる限りでは、中

国における失業の状況は厳しいとはいえなく、失業問題も大きな社会問

題となっていないように思われる。ところが、中国では失業に関する統

計方法は独特であり、失業統計の範囲は ILOの基準よりもかなり狭い。

このような統計方法では中国の失業状況を正しく示すことはできない２）。

国際的に認められた ILOの推計基準にしたがい、中国の失業率を推計

する先行研究は少なくない。例えば、李・胡・洪（２００１）は１９９７―９８年

にかけて、失業者に関する全国調査と北京市調査を行った。そのアン

ケート調査に基づく試算によれば、再就職できない下崗職工などを含む
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表２ 中国都市部の失業者数と失業率の推移

年 失業者数（万人）失業率（％） 年 失業者数（万人）失業率（％）

１９７８ ５３０．０ ５．３ １９９１ ３５２．２ ２．３

１９８０ ５４１．５ ４．９ １９９２ ３６３．９ ２．３

１９８１ ４３９．５ ３．８ １９９３ ４２０．１ ２．６

１９８２ ３７９．４ ３．２ １９９４ ４７６．４ ２．８

１９８３ ２７１．４ ２．３ １９９５ ５２０．０ ２．９

１９８４ ２３５．７ １．９ １９９６ ５５２．８ ３．０

１９８５ ２３８．５ １．８ １９９７ ５７０．０ ３．１

１９８６ ２６４．４ ２．０ １９９８ ５７１．０ ３．１

１９８７ ２７６．６ ２．０ １９９９ ５８０．０ ３．１

１９８８ ２９６．２ ２．０ ２０００ ６００．０ ３．１

１９８９ ３７７．９ ２．６ ２００１ ６８１．０ ３．６

１９９０ ３８３．２ ２．５ ２００２ ７７０．０ ４．０

出所：『中国労働統計年鑑２００３』p．１２８から引用

都市部失業率は１０．４％（１９９８年）である［李・胡・洪（２００１）、p．３］。

また、程（２００２）は２０００年の都市部失業率が約９％ではないかと指摘し

ている［程（２００２）、pp．６１―６２］。重並（２００２）は再就職できない下崗

職工、潜在的失業者を加え、実際の都市部失業率が約１２％になると分析

している［重並（２００２）、p．３］。

李・佐藤主編（２００４）と呉主編（２００４）はともに、失業者の所得が激

しく減少することによって、失業者が貧困状況に陥ることを回避できな

いことを指摘している。また、都市における失業者の急増は都市部の所

得格差を拡大させたとも分析している。失業者が大量に発生した背景に

ついては他の先行研究を参照されたいが、ここでは急増した失業者に対

する対応が十分ではないことを検討してみる。

都市部の失業者に対して、どのような対応策が打ち出されたのか。１９８６

年に、国有企業から排出された失業者を受け止めるために、政府は「待

業保険」を創設した。これによって、中国の失業保険制度は発足した。

１９９３年に待業保険に関する改正が行われた。さらに、１９９９年に「失業保

険条例」が公布され、現行の失業保険制度が正式に成立した。

２００２年には、失業保険の加入者は１億１８２万人に達し、１９９０年の約１．５

倍になった。失業給付の受給者は１９９０年の１２．７万人から、２００２年の６５７
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万人に達し、１２年間で約５２倍まで急増した。失業問題が深刻になるにつ

れて失業給付受給者数も急増していることがうかがえる。確かに、１９９０

年の状況と比べると、近年失業給付受給者数は増加傾向にあるが、失業

者に占める給付受給者の割合（受給者率）は依然として低いといわざる

を得ない。１９９０年に、３８３．２万人の失業者に対して、失業給付の受給者

数は１２．７万人であったので、受給率はわずか３．３％であった。それは２０００

年には３１．６％、２００１年には４２．５％へと上昇してきたが、いまだに給付を

受ける人は失業者の半分にも及ばない状況となっている３）。さらに、統

計に含まれていない都市部の失業者を考慮した場合は、失業給付のよう

な所得支援を受けずにいる失業者は、数百万人から１千万人と推測され

ている。そのような人々は都市部の貧困層に陥ってしまい、都市部の所

得格差の拡大を招いてしまう重要な原因となる。

続いて、１人当たりの失業給付の水準を検討してみよう。于（２００５）

に紹介されているように、１人当たり失業給付は１９９８年に１，２８９．７元し

かなかったが、２００２年には１，７７７．８元へと約３８％上昇した。しかし、２００２

年の全国平均賃金が１２，４２２元［『中国労働統計年鑑２００３』、p．３３］で

あったため、同年の１人当たり失業給付金額が平均賃金の１５％未満の水

準であった。呉主編（２００４）によれば、１９９８年の北京の１人当たり食品

消費支出が２，８６５元［呉主編（２００４）、p．１６５］であるので、失業給付を

受給しても人並みに食事することさえもできないということがわかる。

失業保険における低い受給率と低い給付水準からみれば、失業者に対

する対応は不十分である。このような対応では当然都市部の所得格差の

拡大に歯止めがきかない。

３．２ 下崗職工と基本生活保障

都市部において、失業登録を行い、失業者と認められた顕在的失業者

のほかに、潜在的失業者である下崗職工は１９９３年以降大量に現れた。下

崗職工は勤務先との労働関係が一定期間において保留されるものの、給

料を受け取ることはできない。現実には、下崗職工はレイオフと同様で

ある。各年版の『中国労働統計年鑑』によれば、再就職できた者を含む

すべての下崗職工数は、１９９５年の５６４万人に対して、１９９８年には１，７３４万

人、１９９９年には１，６５２万人、２０００年に１，４５４万人と増えているが、その約

７割が国有企業から発生したのである。下崗職工のうち、再就職できる

（８５）７８



人もいるが、平均として６，７割の人は再就職できないままにとどまる。

下崗職工は安定的な収入がないため、当然生活困窮に陥ってしまう可

能性が大きい。李・佐藤主編（２００４）や呉主編（２００４）などの先行研究

は下崗職工の収入と生活状況を調査し、下崗職工のほとんどが所得の減

少によって生活困窮の状態になってしまうという結論を得ている。

下崗職工は失業者として認められていないため、失業保険の適用対象

となっていない。下崗職工に対して、政府は再就職センターを創設し、

それを通して彼らを救済しようとしていた。再就職センターとは、１９９８

年の６月に中共中央、国務院が公布した「国有企業における下崗職工の

基本生活保障と再就職業務に関する通知」によって、急速に整備された

組織であり、企業ごとに設置されている。それは、国有企業の下崗職工

の基本生活費の支給（基本生活保障）および、年金・医療・失業等の社

会保険料の納付、そして、下崗職工の転職訓練や教育などの責任を持っ

ている。

下崗職工に対する対応は十分なものであるか。失業保険と同様に、下

崗職工に対する基本生活保障の受給率と受給水準を考察してみよう。前

記したように、下崗職工に対する基本生活保障は再就職センター内で行

われているものである。再就職センターは基本的に国有企業内に設置さ

れているため、原則として国有企業の下崗職工しか基本生活保障を受給

することができない。すべての下崗職工のうち、基本生活保障を受けて

いる人の割合（受給率）は、１９９８年に５９．９％、１９９９年に７０．２％、２０００年

に６５．４％、２００１年に６４．３％、２００２年に５５．６％のように推移している４）。

総じて、失業給付の受給率より高いといえるものの、２００２年に約３００万

人の再就職できていない下崗職工は基本生活保障を受給していなかった。

于（２００５）によれば、再就職センターにいる下崗職工の１人当たりの

年間受給金額（保険料納付を含む）は、１９９８年には２，０５０．０元、２００２年

には５，２８５．４元となっている。前述したように、２００２年の全国平均賃金

が１２，４２２元であったため、２００２年の１人当たり基本生活保障の給付金額

（保険料納付を含む）は平均賃金の４３％に相当する。このような給付水

準は決して高いとはいえない。さらに留意すべき点は、下崗職工が再就

職センターに３年間しか在籍することが認められていないことである。

つまり、３年を超えて再就職できない者は基本生活保障の対象から外さ

れ、失業保険の対象になる。それによって、彼らの生活はさらに困難に
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なりかねない。基本生活保障における低い受給率と低い給付水準からみ

ると、やはり下崗職工に対する対応も不十分といわざるを得ない。下崗

職工に対する基本生活保障が都市部の所得格差の拡大を食い止めるため

に有効な施策とは思われない。

３．３ 貧困層と最低生活保障

１９９０年代後半以降、失業者や下崗職工の急増にともない、都市部にお

ける貧困者数は急速に増えている。失業保険や基本生活保障から漏れた

貧困者層に対して、最低生活保障制度で対応している。最低生活保障制

度の試行は１９９３年に上海で行われたが、１９９９年９月から全国の都市住民

を対象に実施している。

都市住民に対する最低生活保障制度は、日本の生活保護制度に相当す

る。最低生活保障制度の財源は失業保険とは異なって、保険料ではなく

地方財政からの支出で賄われている。制度開始当時、最低生活保障を受

けている都市住民は数百万人であったが、２００３年には２，３３５万人に増え

た。また、２０００年から農村地域にも同じような最低生活保障制度が実施

され、２００３年には最低生活保障を受けた農村住民も３９５万人に達した。

最低生活保障制度の給付には２種類ある。１つは、１人当たり所得が

その都市の最低生活保障基準を下回る分の差額を支給する給付方法（差

額保障給付）である。もう１つは、当該都市の規定に基づき、一定額の

金額を支給する給付方法（定額保障給付）である。

現実の給付状況を調べてみると、給付額の低さは驚くに値する。２００５

年末現在、全国各地の差額保障基準は月１００元台から３４４元５）の間で設定

されているが、大半の地域では定額保障基準は月１００元未満の水準と

なっているようである。差額保障基準の場合は、支給額は保障基準額よ

り少ないため、実際の支給額は数十元の場合が多いようである。また、

最低生活保障制度を管轄する民政部の資料によれば、２００３年では１人当

たりの給付額は月５６元であった。あまりにも少ない金額である。

以上みてきたように、１９９０年代後半以降、都市部において大量に発生

した失業者と下崗職工および貧困者に対して、政府はそれぞれに対応す

る救済制度を講じてきたが、いずれにしても十分ではないといわざるを

得ない。つまり、「先富」から「共富」への調整がうまく行われていな

かった。そのため、都市部の所得格差の拡大には歯止めがきかなかった。
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４． これからの対応

所得格差を是正するために、２００１年に開始された第１０回５カ年計画に

おいて「西部大開発」という政策が打ち出されたのに続き、２００２年秋に

開催された第１６回中国共産党全国大会では「東北振興」、２００５年春の全

国人民代表大会で、中部地域の開発を目標とする「中部崛起」が提唱さ

れた。これらの政策は地域開発を促進し、地域間の格差是正に寄与する

と期待されている。また、２００２年の党大会では、「全面的な小康社会の

建設」という戦略が打ち出されたことは、これまで採ってきた効率一辺

倒の戦略を改め、公平にも力を注ぐことを意味する。さらに、２００６年か

ら農民の所得をアップさせるために、農民税が廃止されることになった。

これらの政策は所得格差（特に農村・都市間の格差）を是正するために

一定の効果があるだろう。しかし、経済格差を是正するために最も必要

なことは、①生産要素移動の完全自由化、②所得再分配機能の強化、③

遅れた地域の開発加速の３つであろう。

上記の３つを行い、所得格差を是正するためには、関（２００５）が指摘

しているように、地域保護主義の打破や戸籍制度改革によるモノ・ヒ

ト・カネの流動化を促す「国内版自由貿易協定〔FTA〕」、先進地域から

後発地域への直接投資を促進する「国内版雁行形態」と、中央財政によ

る地域間の税収移転を拡大する「国内版の政府開発援助〔ODA〕」［関

（２００５）、pp．１８９―１９３］が有効な措置になると期待されている。

それに加えて、中国では現在のところ所得の再分配が十分に機能して

いないため、所得再分配機能の強い税制、例えば累進所得税、相続税、

贈与税などの整備が急がれるべきである。また、社会保障制度の拡充と

政府財政投入の拡大も重要な政策課題として確実に行われるべきである。

今は、中国にとって「先富」から「共富」への調整がうまく行うことが

できるかどうかの重要の時期であろう。

おわりに

本論文では、まず中国における経済格差の問題を農村と都市の間の所

得格差、地域間の所得格差、および都市部の所得格差という３つの側面
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から考察し、格差問題をもたらした原因について概観してきた。さまざ

まな原因のなかで、筆者の意見では、「先富」から「共富」への調整が

うまく行われていなかったことが最大の原因の１つであろう。続いて、

第３章では、「先富論」の調整に大きな役割を持つはずの社会保障制度

が未整備であるという視点から、都市部の失業者、下崗職工と貧困者に

対する対応措置（失業保険制度、再就職センター内の基本生活保障制度

と最低生活保障制度）を分析した。それぞれの対応措置においては、受

給率と給付水準ともに大変低いという結果が得られた。そのような結果

に基づいて考えると、急増した失業者、下崗職工と貧困者に対する対応

措置は不十分なものである。失業者、下崗職工と貧困者の急増は都市部

の所得格差拡大の重要な原因の１つといわれているため、彼らに対する

対応策が不十分であることは都市部の所得格差の拡大に歯止めがきかな

いことになる。今後の対応策として、所得格差の拡大を食い止め、縮小

するために、所得再分配機能の強い税制の確立、社会保障制度の拡充と

政府財政投入の拡大といったような「先富」から「共富」への調整が有

効な措置であると指摘した。

所得格差の問題を考える際に、農村内部の格差や資産（金融資産な

ど）における格差という観点からも、所得格差の拡大状況および格差是

正策を分析することができる。本論文においてはそのような視点が欠け

ている。また、所得格差をもたらす原因のなかで、診療状況や医療財政

の状況など医療制度への分析も有用であろう。今後、本論文におけるそ

れら不十分な点を補足し、研究を深めていきたい。

注

１） 陳・周（２００１）は通常の所得以外の所得などを考慮し、１９９７年のジニ係

数は０．４０から０．４９に引き上げるべきだと主張している。何（２００２）は中国

のジニ係数が０．６を越えているとみている。さらに「家計所得調査」を用

いて、２００１年のジニ係数が０．５１と算出した柯（２００３）もある。

２） これについては、于（２００５）を参照されたい。

３） 受給率等のデータは于（２００５）より引用。

４） 于（２００５）の資料に基づき計算した結果である。

５） 深�市は３４４元の基準額を設定している。それは全国最高の基準である。
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